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Ⅰ はじめに                  ・              

 

本調査実施時点(令和4年8月)における日本経済の状況は、「月例経済報告(内閣府、令和

4年8月)」によると、「景気は、緩やかに持ち直している。先行きについては、感染対策に

万全を期し、経済社会活動の正常化が進む中で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直

していくことが期待される。」と分析されている。その理由として、個人消費は緩やかに持

ち直している、設備投資は持ち直しの動きがみられる、生産は持ち直しの動きがみられる、

雇用情勢は持ち直している等が挙げられている。 

 

北海道の経済状況については、「管内経済概況(北海道経済産業局、令和 4年 7月)」によ

ると、「全体として、管内経済は持ち直しの動きに弱さが見られる。」と分析されている。

その理由として、個人消費は一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる、生産

活動は弱含みとなっている、雇用動向は弱い動きがみられる等が挙げられている。 

 

札幌市の経済状況は、「データで見る！さっぽろ経済の動き(札幌市、令和 4年 7月)」に

おいて、「最近の札幌経済は、持ち直しの動きがみられる。」と分析している。その理由と

して、個人消費は一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる、雇用情勢は弱い

動きとなっているものの、持ち直しの動きがみられる、観光は外国人入国者数が低迷して

いるものの、来道者数は緩やかに持ち直している等が挙げられる。 

 

このような中、札幌市の経営者が市内の景気や自社の業績をどのようにとらえ、また、

どのような経営課題を抱えているかを把握し、適切かつ効果的な産業振興施策を展開する

ための基礎資料を得る目的から、本年 8 月、市内に事業所を有する企業の経営者等を対象

に本調査を実施したものである。 

 

令和4年10月 
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Ⅱ 調査実施要領               ・                 
(１) 調査の目的 

本市内の法人・個人事業の経営の実態とその抱える問題及び今後の見通しなどについて、

継続的に調査することにより、本市産業全体の動向を把握し、適切かつ効果的な施策を推

進するための基礎的な資料とする。 

また、調査結果については、本市産業の動向を把握する基礎資料として、業界や各関係

機関に提供する。 

(２) 調査時期 

この調査は、昭和61年度下期(昭和62年2月実施)以来、毎年度2回(上期・下期)実施

しているものであり、今回の調査は令和4年8月(調査票回収期間：令和4年8月1日～8

月19日)に実施した。 

(３) 調査方法 

調査票の郵送によるアンケート調査 

(４) 調査対象 

①業種 建設、製造、卸売、小売、金融・保険・不動産、飲食・宿泊サービス、運輸、情報通信、

その他サービス 

②規模等 市内に事業所を有する企業、団体、個人事業者 

③企業数 2,000社 

  

(５) 回答状況 

 有効回答1,168社(回答率：58.4％) 

 

(６) 回答企業の概要 

①本店または本社の所在地 

市内に本店または本社のある企業 1,129社(96.7％) 

市外に本店または本社のある企業 38社( 3.3％) 

無回答                 1社( 0.1％) 

②企業規模 ※中小企業基本法の分類に基づく。 

 大企業                  80社( 6.8％) 

 中小企業 1,085社(92.9％) 

  無回答                 3社(0.3％) 

③業種構成  ※構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

業種 市内(社) 市外(社) 無回答 合計(社) 構成比(%) 

建設業 124 3 0 127 10.9 

製造業 76 2 0 78 6.7 

卸売業 125 8 1 134 11.5 

小売業 147 3 0 150 12.8 

金融・保険・不動産業 115 1 0 116 9.9 

飲食・宿泊サービス業 92 6 0 98 8.4 

運輸業 25 3 0 28 2.4 

情報通信業 38 4 0 42 3.6 

その他サービス業 387 8 0 395 33.8 

計 1,129 38 1 1,168 100.0 
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Ⅲ 調査結果の概要               要                

 

－今回の調査結果を概観すると－ 

★令和4年度上期 

～札幌市内の景況感は4期連続上昇～ 

市内景況判断B.S.I.(▲7.0)は、前期(▲31.7)から24.7ポイント上昇し、前期に続き4期連続の上昇

となっている。 

企業経営状況判断B.S.I.(▲2.7)は、前期(▲20.8)から上昇となっている。 

過去1年間に設備投資を実施した企業の割合(38.4％)は前期(39.4％)から横ばいとなっている。 

経営上の問題点としては、「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」が上位となっている。 

 

★今後の見通し 

～下降の見通し～ 

令和4年度下期の市内景況判断B.S.I.(見通し)は▲8.4と、令和4年度上期(▲7.0)から下降となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 市内の景気(前期比)  －市内の景気は4期連続上昇－ P6 

令和4年度上期の市内の景気について、令和3年度下期に比べ「上昇」とみる企業の割合(21.1％)か

ら「下降」とみる企業の割合(28.1％)を減じた市内景況判断B.S.I.は▲7.0と、前期(▲31.7)から24.7

ポイント上昇し、4期連続の上昇となっている。なお、令和4年度下期の市内景況判断B.S.I.(見通し)

は▲8.4と今期から下降となっている。 

 
 

２ 業界の景気(前期比) －業界の景気は上昇－ P8 

令和4年度上期の自社が属する業界の景気について、令和3年度下期に比べて｢上昇｣とみる企業

の割合(15.9％)から｢下降｣とみる企業の割合(28.3％)を減じた業界景況判断 B.S.I.は▲12.4 で、前期

(▲31.9)から上昇となっている。 

なお、令和4年度下期の業界景況判断B.S.I.(見通し)は▲10.8と今期から上昇となっている。 
 

３ 企業の経営状況(前年度同期比) －企業の経営状況は上昇－ P10 

令和 4 年度上期の自社の経営状況について、前年度同期に比べて「好転」と回答した企業の割

合(27.1％)から「悪化」と回答した企業の割合(29.8％)を減じた企業経営状況判断B.S.I.は▲2.7と

前期(▲20.8)から上昇となっている。 

なお、令和 4 年度下期の企業経営状況判断 B.S.I.(見通し)は▲3.6 と今期から横ばいとなってい

る。 

B.S.I.(景況判断指数 Business Survey Index） 
＝「前期と比べて上昇(増加）と回答した企業の割合」－ 「前期と比べて下降(減少）と回答した企業の割合」 
景気、企業の業績等について、＋の場合は上昇過程にあると判断され、－の場合は下降過程にあると判断される

(－を▲と表示）。 
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４ 企業の業績(売上高・経常利益)(前年度同期比) －売上高と経常利益はともに上昇－ P12・14 

令和 4 年度上期の自社の売上高について、前年度同期と比べ「増加」と回答した企業の割合

(28.9％)から「減少」と回答した企業の割合(31.9％)を減じた売上高判断B.S.I.は▲3.0と前期(▲22.3)

から上昇となっている。 

令和4年度上期の経常利益判断B.S.I.については▲12.4と前期(▲26.9)から上昇となっている。 

なお、令和 4年度下期(見通し)については、売上高判断 B.S.I.が▲9.8、経常利益判断 B.S.I.が

▲17.0と、ともに今期から下降となっている。 

 

 

５ 設備投資 －投資意欲は横ばい－ P17 

「過去1年間」(R3年8月～R4年7月)に設備投資を実施した企業の割合は38.4％と前期(39.4％)から

横ばいとなっている。 

なお、「今後 1 年間」(R4 年 8 月～R5 年 7 月)に設備投資を実施する予定と回答した企業の割合は

34.4％と今期から下降の見通しとなっている。 

 

 

６ 従業員数(前年同月比) －従業員数は上昇－ Ｐ21  

令和4年9月末の従業員数について、令和3年9月末より「増加」と回答した企業の割合(12.3％)か

ら「減少」と回答した企業の割合(12.6％)を減じた従業員数判断 B.S.I.は▲0.3 と前期(▲5.4)から上昇

となっている。なお、令和5年3月末の従業員数判断B.S.I.(見通し)は5.5と今期から上昇となってい

る。 

 

７ 人材の確保状況 －「確保できている」3割弱、“確保できていない”5割強－ Ｐ23  

人材確保状況については、「確保できている」(25.6％)が 3 割弱で、逆に「確保できていない(確保し

たいが、人材の応募がないため)」(31.2％)、「確保できていない（人材の応募はあるが、よい人材がい

ないため）」（13.4％）、「確保できていない(新たに人材を確保する余裕がないため)」(9.0％)を合わせた

“確保できていない”(53.6％)が 5 割強を占める。「確保する必要がない(人材が充足しているため)」

(19.3％)は2割弱となっている。 

 

８ 経営上の問題点 －「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」が上位－ Ｐ24 

経営上の問題点としては、「諸経費の増加」が第1位、「仕入価格の上昇」が第2位、「人手不足」が第

3位となっている。 

 
 

９ 経営改善を図るための取組内容 －「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」が第 1 位－  

Ｐ26 

経営改善を図るための取組内容については、第 1 位「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場へ

の販路拡大」(43.0％)、第2位「同業種・異業種の企業との連携」(40.5％)、第3位「ＤＸ（ＩＴを活用

した生産性の向上や高付加価値化、デジタルによるビジネス変革など）」(24.7％)、第4位「教育・研究

機関との連携」(15.1％)の順となっている。 
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Ⅳ 令和 4 年度上期 札幌市企業経営動向調査結果一覧                 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

１．景気の見通し                                ・ 

１－１ 札幌市内の景気(前期比)                             ・ 

① 令和4年度上期  －市内の景気は4期連続上昇－ 

令和 4 年度上期の市内の景気について、令和 3 年度下期に比べ「上昇」とみる企業の割合(21.1％)

から「下降」とみる企業の割合(28.1％)を減じた市内景況判断B.S.I.は▲7.0と、前期(▲31.7)から24.7

ポイント上昇し、4期連続の上昇となっている(図1・図3)。 

業種別にみると、飲食・宿泊サービス業(▲37.9→18.4)が約 56 ポイント、運輸業(▲15.4→25.0)が

約40ポイント、小売業(▲37.5→▲5.3)が約32ポイントと、全ての業種において上昇となっている(図

2)。 

企業の規模別にみると、大企業のB.S.I.は21.3、中小企業のB.S.I.は▲9.0と、中小企業の方が厳し

い見方となっている。また、中小企業のうち小規模企業では▲22.1 と小規模企業の方がさらに厳しい

見方となっている(Ｐ41・表17)。 

 

② 令和4年度下期  －下降の見通し－ 

令和4年度下期(R4年 10月～R5年 3月)の市内の景気の見通しは、今期に比べ「上昇」とみる企業

15.6％(今期 21.1％)、「下降」とみる企業 24.0％(今期 28.1％)でともに下降、「横ばい」とみる企業

48.6％(今期 44.9％)が上昇となっている(図 1)。その結果、市内景況判断 B.S.I.(見通し)は▲8.4 とな

り、今期(▲7.0)から下降となっている(図1・図3)。 

業種別にみると、建設業(▲21.2→▲16.6)が約 5ポイント、製造業(▲1.3→1.3)が約3ポイント上昇

する見通しとなっている。一方、運輸業(25.0→10.7)が約 14 ポイント下降する見通しとなっている(図

2)。 

企業の規模別にみると、大企業(21.3→0.0)は約 21 ポイントの下降、中小企業(▲9.0→▲8.9)は横ば

いの見通しとなっている。また、中小企業のうち小規模企業(▲22.1→▲17.8)は約4ポイント上昇する

見通しとなっている(Ｐ41・表17、Ｐ42・表18)。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 市内の景気(全体) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図3 市内の景気(B.S.I.の動き) 

図2 市内の景気(業種別) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

１－２ 自社が属する業界の景気(前期比)                       

① 令和4年度上期  －業界の景気は上昇－ 

令和 4年度上期の自社が属する業界の景気について、令和 3年度下期に比べて｢上昇｣とみる企業の

割合(15.9％)から｢下降｣とみる企業の割合(28.3％)を減じた業界景況判断 B.S.I.は▲12.4 で、前期(▲

31.9)から上昇となっている(図4・図6)。 

業種別にみると、飲食・宿泊サービス業(▲43.7→10.2)が約 54 ポイント、運輸業(▲38.4→7.1)が約

46ポイントの上昇など、すべての業種において上昇となっている(図5)。 

企業の規模別にみると、大企業のB.S.I.は7.5、中小企業のB.S.I.は▲13.7と、中小企業の方が自社

の属する業界の景気を厳しく捉えている。また、中小企業のうち小規模企業は▲22.5 と、中小企業よ

り厳しい見方となっている(Ｐ43・表19)。 

 

② 令和4年度下期  －上昇の見通し－ 

令和4年度下期の業界の景気は、「上昇」とみる企業13.7％(今期15.9％)、「下降」とみる企業

24.5％(今期28.3％)で、その結果、業界景況判断B.S.I.(見通し)は▲10.8と今期(▲12.4)より上昇とな

っている(図4・図6)。 

業種別にみると、卸売業(▲23.9→▲17.2)が約7ポイント、その他サービス業(▲14.2→▲8.3)が約6

ポイント上昇する見通しとなっている。一方、運輸業(7.1→▲14.3)は約21ポイント下降する見通しと

なっている(図5)。 

企業の規模別にみると、大企業(7.5→0.0)は下降の見通し、中小企業(▲13.7→▲8.9)は上昇の見通

しとなっている。また、中小企業のうち小規模企業(▲22.5→▲17.8)も上昇の見通しとなっている(Ｐ

43・表19、Ｐ44・表20)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 業界の景気(全体) 



9 
 

図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図5 業界の景気(業種別) 

図6 業界の景気(B.S.I.の動き) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

※“好転”＝「経営が好転」+「経営がやや好転」、“変わらない”＝「変わらない」、“悪化”＝「経営がやや悪化」+「経営が悪化」とした。 

２．自社の見通し                                ・ 

２－１ 経営状況(前年度同期比)                            ・ 

① 令和4年度上期  －企業の経営状況は上昇－ 

令和4年度上期の経営状況については、前年度同期(R3年4月～R3年9月)に比べ「好転」(「経営が

好転」＋「経営がやや好転」)と回答した企業27.1％(前期19.0％)は上昇、｢悪化｣(「経営がやや悪化」

＋「経営が悪化」)と回答した企業29.8％(前期39.8％)は下降となっている。その結果、企業経営状況

判断B.S.I.は▲2.7と前期(▲20.8)から上昇となっている(図7・図9)。 

業種別にみると、飲食・宿泊サービス業(▲47.6→12.2)が約60ポイント、運輸業(▲30.8→7.2)が 38

ポイントの上昇となっている。一方、建設業(▲6.0→▲13.3)が約7ポイントの下降となっている(図8)。 

企業の規模別にみると、大企業のB.S.I.は22.4、中小企業のB.S.I.は▲4.9と中小企業の方が厳しい

見方をしている。また、中小企業のうち小規模企業は▲19.3 と中小企業より厳しい見方となっている

(Ｐ45・表21)。 

 

② 令和4年度下期 －横ばいの見通し－ 

令和4年度下期の経営状況の見通しは、「好転」とみる企業24.8％(今期27.1％)、「悪化」とみる企

業 28.4％(今期 29.8％)ともに下降となっている。その結果、企業経営状況判断 B.S.I.(見通し)も▲3.6

と今期(▲2.7)から横ばいとなっている(図7・図9)。 

業種別にみると、情報通信業(9.5→23.8)は約 14ポイント、運輸業(7.2→17.8)は約 11ポイント上昇

する見通しである。一方、卸売業(5.9→1.5)は約 4ポイント、小売業(▲2.7→▲7.4)は約 5 ポイント下

降する見通しとなっている(図8) 。 

企業の規模別にみると、大企業(22.4→11.2)は下降、中小企業(▲4.9→▲4.6)は横ばいの見通しとな

っている。また、中小企業のうち小規模企業(▲19.3→▲12.6)は上昇の見通しとなっている(Ｐ45・表

21、Ｐ46・表22)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

   

   
  

図7 経営状況(全体) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 経営状況(業種別)  

図9 経営状況 (B.S.I.の動き) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

２－２ 売上高(生産高)(前年度同期比)                        ・ 

① 令和4年度上期  －売上高は上昇－ 

令和4年度上期の売上高(生産高)について、前年度同期（R3年4月～R3年9月）と比べて「増加」

と回答した企業の割合 28.9％(前期 20.7％)は上昇、｢減少｣と回答した企業 31.9％(前期 43.0％)は下降

となっている。その結果、売上高判断 B.S.I.は▲3.0 と前期(▲22.3)から上昇となっている(図 10・図

12)。 

業種別にみると、飲食・宿泊サービス業(▲50.5→25.5)は 76 ポイント、運輸業(▲19.3→28.5)は約

48 ポイントの上昇となっている。一方、情報通信業(0.0→▲2.4)が約 2 ポイントの下降となっている

(図11)。 

企業の規模別にみると、大企業の B.S.I.は 31.2、中小企業は▲5.8 と、中小企業の方が厳しい見方

となっている。また、中小企業のうち小規模企業は▲18.7と中小企業より厳しい見方となっている(Ｐ

47・表23)。 

 

② 令和4年度下期 －下降の見通し－ 

令和4年度下期の売上高(生産高)の見通しについて、「増加」と回答した企業21.7％(今期28.9％)は

下降、「減少」と回答した企業 31.5％(今期 31.9％)は横ばいとなっている。その結果、売上高判断

B.S.I.(見通し)は▲9.8と今期(▲3.0)から下降となっている(図10・図12)。 

業種別にみると、情報通信業(▲2.4→▲2.4)が横ばいの見通しとなっている。また、小売業(3.4→

▲11.3)は約15ポイント、飲食・宿泊サービス業(25.5→14.3)は約11ポイントの下降の見通しとなって

いる(図11) 。 

企業の規模別にみると、大企業(31.2→8.8)、中小企業(▲5.8→▲11.2)はいずれも下降の見通しとな

っている。また、中小企業のうち小規模企業(▲18.7→▲21.6)も下降の見通しとなっている(Ｐ47・表

23、Ｐ48・表24)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 売上高(全体) 



13 
 

図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 売上高(B.S.I.の動き) 

図11 売上高(業種別) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

２－３ 経常利益(前年度同期比)                            ・ 

① 令和4年度上期 －経常利益は上昇－ 

令和4年度上期の経常利益について、前年度同期(R3年4月～R3年9月)に比べて「増加」と回答し

た企業23.2％(前期17.5％)は上昇、「減少」と回答した企業35.6％(前期44.4％)は下降となっている。

その結果、経常利益判断B.S.I.は▲12.4と前期(▲26.9)から上昇となっている(図13・図15)。 

業種別にみると、飲食・宿泊サービス業(▲54.4→▲9.2)は約 64 ポイント、運輸業(▲30.8→7.2)は

38 ポイントの上昇となっている。一方、建設業(▲19.8→▲29.9)は約 10 ポイントの下降となっている

(図14)。 

企業の規模別にみると、大企業のB.S.I.は 18.7、中小企業のB.S.I.は▲14.8と、中小企業の方が厳

しい見方となっている。また中小企業のうち小規模企業は▲27.1 と中小企業より厳しい見方となって

いる(Ｐ49・表25)。 

「売上高」と「経常利益」がともに増加している企業は全体の 19.8％と前期(13.9％)から上昇、と

もに減少している企業は全体の25.4％と前期(35.2％)から下降となっている(Ｐ51・表27)。 

 

② 令和4年度下期 －下降の見通し－ 

令和4年度下期の経常利益の見通しは、「増加」と回答した企業17.5％(今期23.2％)、「減少」と回

答した企業 34.5％(今期 35.6％)ともに下降となっており、経常利益判断 B.S.I.(見通し)は▲17.0 と今

期(▲12.4)から下降となっている(図13・図15)。 

業種別にみると、情報通信業(▲4.8→2.4)が約 7 ポイント上昇する見通しとなっている。一方、小

売業(▲6.7→▲20.7)が 14 ポイント、飲食・宿泊サービス業(9.2→0.0)が約 9 ポイント下降する見通し

となっている(図14)。 

企業の規模別にみると、大企業(18.7→15.0)、中小企業(▲14.8→▲19.4)はいずれも下降の見通しと

なっている。また、中小企業のうち小規模企業(▲27.1→▲27.9)は横ばいの見通しとなっている(Ｐ

49・表25、Ｐ50・表26)。 

今期が「増加」と回答し、来期も「増加」とみる企業は全体の12.6％と前期(8.2％)から上昇、今期

が「減少」、来期も「減少」と回答した企業は全体の 26.5％と前期(30.5％)から下降の見通しとなって

いる(Ｐ51・表28)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図13 経常利益(全体) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図15 経常利益(B.S.I.の動き) 

図14 経常利益(業種別) 
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表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

２－４ 資金繰り                                       ・ 

－どちらでもない(楽でも苦しくもない)が6割弱－ 

令和4年度上期（R4年 4月～R4年 9月）の資金繰りは、「どちらでもない(楽でも苦しくもない)」

(56.9％)が 6割弱を占めている。「楽である」(20.3％)は約 2割、「苦しい」(22.0％)は 2割強となって

いる(図16)。 

業種別にみると、「楽である」では情報通信業(31.0％)、金融・保険・不動産業(25.0％)、卸売業

(24.6％)が高く、「苦しい」では飲食・宿泊サービス業(48.0％)が最も高く、次いで、運輸業(32.1％)が

高い(表1)。 

企業の規模別にみると、「楽である」は大企業(20.0％)と中小企業(20.4％)がほぼ同様となっている。

中小企業のうち小規模企業(18.0％)は、中小企業(20.4％)を下回っている。一方、「苦しい」では中小

企業(22.6％)が大企業(15.0％)を上回り、中小企業のうち小規模企業(27.9％)は中小企業をさらに上回

っている(表1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表1 資金繰り(業種別・企業規模別) 

図16 資金繰り 
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２－５ 設備投資                                       ・ 

① 過去1年間 －投資意欲は横ばい－ 

「過去1年間」(R3年8月～R4年7月)に設備投資を実施した企業の割合は38.4％と前期(39.4％)か

ら横ばいとなっている(図17)。 

業種別にみると、情報通信業(57.1％)が最も高く、次いで製造業(53.8％)、運輸業(50.0％)、飲食・

宿泊サービス業(42.9％)の順となっている。前期と比べると、飲食・宿泊サービス業(36.9％→42.9％)、

情報通信業(54.8％→57.1％)が上昇となっている。これに対して、運輸業(57.7％→50.0％)、その他サ

ービス業(39.4％→36.7％)が下降となっている(図18)。 

企業の規模別にみると、大企業(56.3％)が中小企業(37.1％)より設備投資を実施した割合が高くな

っている。また、中小企業のうち小規模企業(27.9％)は、中小企業(37.1％)より設備投資を実施した割

合が低くなっている(Ｐ53・表30)。 

 

② 今後1年間 －下降の見通し－ 

「今後 1年間」(R4 年 8月～R5年 7月)に設備投資を実施する予定と回答した企業の割合は 34.4％

で、今期(38.4％)から下降の見通しとなっている(図17)。 

業種別にみると、運輸業(50.0％→57.1％)は約 7 ポイント上昇する見通しとなっている。また、飲

食・宿泊サービス業(42.9％→33.7％)、製造業(53.8％→44.9％)、その他サービス業(36.7％→30.4％)な

どが下降の見通しとなっている(図18)。 

企業の規模別にみると、大企業(56.3％→55.0％)、中小企業(37.1％→32.9％)ともに下降の見通しと

なっている。また、中小企業のうち小規模企業(27.9％→22.4％)も下降の見通しとなっている(Ｐ53・

表30、Ｐ55・表32)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図17 設備投資の実施割合 
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図18 設備投資の実施割合(業種別) 
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２－６ 設備投資の理由                                  ・ 

① 「過去1年間」 －「設備の更新・改修」が第1位－ 

「過去1年間」(R3年8月～R4年7月)に設備投資を実施した理由は、「設備の更新・改修」(66.4％)

が第 1 位で、前期(63.7％)から上昇、第 2 位は「売上(生産)能力拡大」(11.4％)で、こちらは前期

(13.9％)から下降となっている(図19)。 

業種別にみると、すべての業種で「設備の更新・改修」が最も多く挙げられており、特に運輸業

(78.6％)、製造業(76.2％)が高い。一方、「売上(生産)能力拡大」は小売業(23.2％)、運輸業(14.3％)

が高い(Ｐ54・表31)。 

企業の規模別にみると、「設備の更新・改修」は大企業(68.9％)が中小企業(66.3％)を上回ってお

り、「売上(生産)能力拡大」についても大企業(20.0％)が中小企業(10.4％)を上回っている(Ｐ54・表

31)。 

 

② 「今後1年間」 －「設備の更新・改修」が第1位－ 

「今後 1年間」(R4 年 8 月～R5 年 7 月)に予定している設備投資の理由は、「設備の更新・改修」

(57.7％)が最も高く、次いで「売上(生産)能力拡大」(16.2％)の順である。「設備の更新・改修」

(57.7％)は今期(66.4％)から下降、「売上(生産)能力拡大」(16.2％)は今期(11.4％)から上昇の見通し

となっている(図19)。 

業種別にみると、すべての業種で「設備の更新・改修」が最も多く挙げられており、特に運輸業

(75.0％)が高い。一方、「売上(生産)能力拡大」は飲食・宿泊サービス業(24.2％)が最も高い(Ｐ56・

表33)。 

企業の規模別にみると、「設備の更新・改修」は大企業(68.2％)が中小企業(56.6％)を上回ってお

り、「売上(生産)能力拡大」についても大企業(18.2％)が中小企業(16.0％)を上回っている (Ｐ56・表

33)。 
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図19 設備投資の理由(全体) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

２－７ 従業員数(前年同月比)                              ・ 

① 令和4年9月末現在 －従業員数は上昇－ 

令和4年9月末の従業員数については、前年同月(R3年9月末)と比べて「増加」する見込みの企業

12.3％(前期 10.7％)は上昇、「減少」する見込みの企業 12.6％(前期 16.1％)は下降である。その結果、

従業員数判断B.S.I.は▲0.3となり、前期(▲5.4)から上昇となっている(図20・図22)。 

業種別にみると、運輸業(▲42.4→▲14.2)は約28ポイント、卸売業(0.9→16.4)は約16ポイント上昇

している。一方、飲食・宿泊サービス業(▲20.4→▲42.9)は約23ポイント下降している(図21)。 

企業の規模別にみると、大企業のB.S.I.は10.0、中小企業のB.S.I.は▲1.1と、中小企業の方が厳し

い見方となっている。また、中小企業のうち小規模企業は▲4.8と中小企業より厳しい見方となってい

る(Ｐ57・表34)。 

 

② 令和5年3月末 －上昇の見通し－   

令和5年3月末の従業員数の見通しは、前年同月(R4年3月末)と比べて「増加」とみる企業15.1％

(今期 12.3％)は上昇、「減少」とみる企業 9.6％(今期 12.6％)は下降となっており、その結果、従業員

数判断B.S.I.(見通し)は5.5と、今期(▲0.3)から上昇となっている(図20・図22)。 

業種別にみると、飲食・宿泊サービス業(▲42.9→8.2)は約 51 ポイント、情報通信業(16.7→30.9)は

約14ポイント上昇する見通しとなっている。一方、金融・保険・不動産業(7.8→▲1.7)は約10ポイン

ト、建設業(6.3→0.0)は約6ポイント下降の見通しとなっている(図21)。 

企業の規模別にみると、大企業(10.0→15.0)、中小企業(▲1.1→4.8)はともに上昇の見通しとなって

いる。また、中小企業のうち小規模企業(▲4.8→0.4)も上昇の見通しとなっている(Ｐ57・表 34、Ｐ

58・表35)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図20 従業員数(全体) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図21 従業員数(業種別) 

図22 従業員数(B.S.I.の動き) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

２－８ 人材の確保状況                                  ・ 

 －「確保できている」3割弱、“確保できていない”5割強－ 

人材の確保状況については、「確保できている」(25.6％)が 3 割弱で、「確保できていない(確保し

たいが、人材の応募がないため)」(31.2％)、「確保できていない(人材の応募はあるが、よい人材が

いないため)」(13.4％)、「確保できていない(新たに人材を確保する余裕がないため)」(9.0％)を合わ

せた“確保できていない”(53.6％)が 5 割強を占める。一方で、「確保する必要がない(人材が充足し

ているため)」(19.3％)は2割弱となっている(図23)。 

前期(R3年度下期)と比べると、「確保できている」(28.3％→25.6％)は下降、「確保する必要がない

(人材が充足しているため)」(19.4％→19.3％)は横ばい、“確保できていない”(50.7％→53.6％)は上

昇となっている(図23)。 

業種別にみると、「確保できている」は金融・保険・不動産業(41.4％)が高く、一方、“確保でき

ていない”は運輸業(71.4％)、建設業(66.1％)が高い(図23)。 

企業の規模別にみると、「確保できている」は大企業(28.8％)が中小企業(25.4％)を上回っている。

一方、「確保する必要がない(人材が充足しているため)」は中小企業(20.4％)が大企業(3.8％)を上回

っており、中小企業のうち小規模企業(30.4％)が中小企業(20.4％)を上回っている(Ｐ59・表36)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図23 人材の確保状況 



24 
 

３．経営上の問題点(３つ以内)                         
 

 －「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」が上位－ 

経営上の問題点は、第 1位「諸経費の増加」(44.4％)、第 2位「仕入価格の上昇」(44.3％)、第 3

位「人手不足」(40.0％)、第4位「売上不振」(37.7％)の順となっている(図24)。 

「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」が増加、「設備不足」「売掛金の回収難」「資金調

達難」「在庫過剰」「情報不足」は横ばい、「売上不振」「収益率の低下」「販売価格の下落」は減少と

なっている(図24)。 

業種別にみると、「諸経費の増加」は製造業(59.0％)、運輸業(53.6％)が特に高く、「仕入価格の上

昇」は製造業(70.5％)、「人手不足」は建設業(64.6％)が最も高い(表2)。 

企業の規模別にみると、「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」は大企業(51.3％、47.5％、

58.8％)が、中小企業(44.0％、44.1％、38.5％)を上回っている。「売上不振」は中小企業(38.6％)が大

企業(26.3％)を上回っており、中小企業のうち小規模企業(44.4％)が中小企業(38.6％)を上回ってい

る。また、「仕入価格の上昇」「資金調達難」「情報不足」は中小企業のうち小規模企業(45.7％、

8.0％、7.1％)が中小企業(44.1％、6.6％、6.0％)を上回っている(表2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図24 経営上の問題点(当てはまるもの3つ以内) 
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表2 経営上の問題点(業種別・企業規模別) 
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４．企業の取組状況(当てはまるもの全て)            )                        

  経営改善を図るための取組内容                         容 

－「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」が第1位－ 

経営改善を図るための取組内容については、第 1位「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場

への販路拡大」(43.0％)、第2位「同業種・異業種の企業との連携」(40.5％)、第3位「DX(ITを活用し

た生産性の向上や高付加価値化、デジタルによるビジネス変革など)」(24.7％)、第 4 位「教育・研究

機関との連携」(15.1％)の順となっている(図25)。 

業種別にみると、「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」は情報通信業

(71.4％)、卸売業(64.2％)、製造業(59.0％)が、「同業種・異業種の企業との連携」は運輸業(53.6％)、

情報通信業(52.4％)が、「DX(ITを活用した生産性の向上や高付加価値化、デジタルによるビジネス変革

など)」は製造業(32.1％)、運輸業(32.1％)がそれぞれ高くなっている(表3)。 

企業の規模別にみると、「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」「同業種・異

業種の企業との連携」「DX(IT を活用した生産性の向上や高付加価値化、デジタルによるビジネス変革

など)」「教育・研究機関との連携」は大企業(58.8％、42.5％、48.8％、17.5％)が中小企業(41.8％、

40.2％、23.0％、14.9％)を上回っている。「クリエイティブ(デザインやコンテンツ)を活用した高付加

価値化」は中小企業(13.7％)が大企業(10.0％)を上回っている。これに対して、「特に取り組むつもり

はない」は中小企業のうち小規模企業(31.2％)が大企業(2.5％)と中小企業(21.5％)を上回っている(表

3)。 

 
図25 経営改善を図るための取組内容(当てはまるもの全て) 
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表3 経営改善を図るための取組内容(業種別・企業規模別) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

【参考】平成30年度上期調査の結果 

５．特定質問項目                              目 

５－１ 女性の活躍推進に関する状況や取組について              て       

生産年齢人口が減少する中、女性をはじめとする多様な人材活用などが注目されており、札幌市では

「女性の活躍推進」を大きな柱に掲げ、女性が活躍できる「働き方改革」に係る取組を進めている。そ

こで、市内中小企業における女性活躍推進の取り組み状況について調査を実施した。 

 

① 女性従業員(常用パート含む)の割合 

女性従業員(常用パート含む)の割合について調査したところ、「0～10％未満」(22.9％)が最も多く、

次いで「10～20％」(16.7％)、「20～30％」(12.7％)の順となっている。平成 30 年度上期に実施した同

様の調査結果と比較すると、30％以上と回答した企業の割合が、全ての選択肢で増加している(図 26)。 

業種別にみると、「0～10％未満」は運輸業(53.6％)、建設業(45.7％)が高くなっている。一方、「90～

100％」は飲食・宿泊サービス業(17.3％)、情報通信業(11.9％)が高くなっている(表4)。 

企業の規模別にみると、「0～10％未満」は中小企業(24.1％)が大企業(6.3％)を上回っている(表4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図26 女性従業員(常用パート含む)の割合 

表4 女性従業員の(常用パート含む)割合(業種別・企業規模別) 
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② 女性の活躍推進を目的とした取組内容 

女性の活躍推進を目的としてどのような取組を実施しているか調査した結果、「育児休業など働き

続けやすい制度の充実」(34.1％)が 3 割強、「多様な勤務形態(テレワーク・副業兼業・短時間勤務・

フレックスタイム制など)」(27.1％)が3割弱となっている(図27)。 

業種別にみると、「育児休業など働き続けやすい制度の充実」は情報通信業(52.4％)、運輸業

(39.3％)が高くなっている。また、「多様な勤務形態(テレワーク・副業兼業・短時間勤務・フレック

スタイム制など)」は情報通信業(40.5％)、その他サービス業(34.9％)が高くなっている(表5)。 

企業の規模別にみると、「育児休業など働き続けやすい制度の充実」は大企業(77.5％)が中小企業

(30.9％)を大きく上回っているほか、すべての取組内容で大企業が中小企業を上回っている(表5)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図27 女性の活躍推進を目的とした取組内容(当てはまるもの全て) 

表5 女性の活躍推進を目的とした取組内容(業種別・企業規模別) 
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③ 女性の活躍推進を目的とした取組を実施していない理由 

女性の活躍推進を目的とした取組を実施していないと回答した企業 474 社に対し、その理由を調査

した結果、「日々の業務に追われ検討する余裕がない」(24.7％)が最も多く、次いで「自社に必要な

取り組みがわからない」(21.1％)、「女性管理職の必要性を感じない」(20.3％)となっている(図28)。 

業種別にみると、「日々の業務に追われ検討する余裕がない」は飲食・宿泊サービス業(40.0％)、

製造業(31.0％)が高くなっている。また、「自社に必要な取り組みがわからない」は卸売業(30.9％)、

「女性管理職の必要性を感じない」は情報通信業(33.3％)が最も高くなっている(表6)。 

企業の規模別にみると、「自社に必要な取り組みがわからない」「車内に女性活躍を推進する風土が

ない」は大企業(33.3％、55.6％)が、中小企業(21.0％、17.5％)を上回っている(表6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図28 女性の活躍推進を目的とした取組を実施していない理由(当てはまるもの全て) 

表6 女性の活躍推進を目的とした取組を実施していない理由(業種別・企業規模別) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

【参考】令和3年度下期調査の結果 

５－２ テレワークの活用について                            ・ 

多様な働き方のひとつであるテレワークの導入状況について調査を実施した。 

① テレワークの導入状況 

テレワークを導入しているか調査した結果、「はい」(28.2％)が3割弱、「いいえ」(68.8％)が7割弱

となっている(図29)。 

業種別にみると、「はい」は情報通信業(85.7％)、製造業(34.6％)が高くなっている。一方、運輸

業(7.1％)、 飲食・宿泊サービス業(10.2％)では低くなっている(表7)。 

企業の規模別にみると、「はい」は大企業(45.0％)が中小企業(27.0％)を上回っている(表7)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図29 テレワークの導入状況 

表7 テレワークの導入状況(業種別・企業規模別) 
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② テレワークを導入している理由 

テレワークを導入していると回答した企業329社に対し、導入している理由について調査したとこ

ろ、「災害時等(新型コロナウイルス感染症含む)における事業継続の観点」(77.2％)が 8割弱、次いで

「従業員のワークライフバランス向上」(34.7％)が 3 割強、「労働生産性、業務効率の向上」(26.7％)

が3割弱となっている(図30)。 

業種別にみると、「災害時等(新型コロナウイルス感染症含む)における事業継続の観点」は卸売業

(90.5％)が最も高く、「従業員のワークライフバランス向上」では飲食・宿泊サービス業(50.0％)が他

と比べて高くなっている(表8)。 

企業の規模別にみると、「災害時等(新型コロナウイルス感染症含む)における事業継続の観点」「従

業員のワークライフバランス向上」は、大企業(83.3％、36.1％)が、中小企業(76.5％、34.5％)を上回

っている (表8)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表8 テレワークを導入している理由 (業種別・企業規模別) 

図30 テレワークを導入している理由(当てはまるもの全て) 
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図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。 

③ 今後のテレワークの活用について 

テレワークを導入していないと回答した企業804社に対し、今後のテレワークの活用について調査

したところ、「はい」(12.3％)が1割強、次いで「いいえ」(84.5％)が8割強となっている(図31)。 

業種別にみると、「はい」は情報通信業(33.3％)、金融・保険・不動産業(18.6％)が高くなっている。

一方、飲食・宿泊サービス業(5.1％)、製造業(5.9％)では低くなっている(表9)。 

企業の規模別にみると、「はい」は、大企業(28.6％)が中小企業(11.5％)を上回っている (表9)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表9 今後のテレワークの活用について (業種別・企業規模別) 

図31 今後のテレワークの活用について 
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④ テレワークを導入しない理由 

テレワークを導入していないと回答した企業804社に対し、テレワークを導入しない理由について

調査したところ、「業務がテレワークになじまない」(69.3％)が7割弱、次いで「コミュニケーション

が十分に取れない」(16.2％)が2割弱となっている(図32)。 

業種別にみると、「業務がテレワークになじまない」は建設業(80.6％)、卸売業(78.9％)で高くなっ

ている。「コミュニケーションが十分に取れない」では情報通信業(33.3％)が高くなっている(表10)。 

企業の規模別にみると、「業務がテレワークになじまない」「コミュニケーションが十分に取れな

い」「情報セキュリティ上の不安があるため」「出社する従業員との不公平感を懸念」「人事評価、勤

怠管理が困難」は、大企業(78.6％、21.4％、16.7％、14.3％、14.3％)が、中小企業(68.8％、15.9％、

9.6％、7.0％、6.2％)を上回っている (表10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表10 テレワークを導入していない理由 (業種別・企業規模別) 

図32 テレワークを導入しない理由(当てはまるもの全て) 
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５－３ 原油・原材料価格高騰の影響について                    ・ 

社会経済活動の再開に伴う需要の増加、ウクライナ情勢の深刻化等に起因して、原油・原材料価格が

上昇し、全国的に消費者や企業への影響が懸念されている。このことから、原油・原材料価格の高騰の

影響に関して、市内企業の現状を把握するために調査を行った。 

 

① 原油・原材料価格高騰の経営への影響について  

原油・原材料価格高騰の経営への影響について調査したところ、「危機的な影響がある」(6.7％)が1

割弱、「かなり影響がある」(46.6％)が5割弱、「少しは影響がある」(40.2％)が約4割、「影響はない」

(6.2％)が1割弱となっている(図33)。 

業種別にみると、「危機的な影響がある」は運輸業(25.0％)、「かなり影響がある」は製造業(74.4％)、

「少しは影響がある」は情報通信業(66.7％)がそれぞれ最も高くなっている(表11)。 

企業の規模別にみると、「かなり影響がある」は大企業(58.8％)が中小企業(45.7％)を上回っている

(表11)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図33 原油・原材料価格高騰の経営への影響について 

表11 原油・原材料価格高騰の経営への影響について(業種別・企業規模別) 
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② 原油・原材料価格高騰が経営に影響している内容について 

原油・原材料価格高騰が経営に影響していると回答した企業1092社に対し、その内容について調査

したところ、「商品やサービスの仕入れコスト増加」(71.2％)が7割強、「光熱水費の増加」(66.6％)が7

割弱、「利益率の減少」(59.1％)が6割弱となっている(図34)。 

業種別にみると、「商品やサービスの仕入れコスト増加」は製造業(91.0％)が最も高く、次いで、飲

食・宿泊サービス業(90.7％)となっている。「光熱水費の増加」は飲食・宿泊サービス業(84.5％)、「利

益率の減少」は製造業(83.3％)が最も高くなっている(表12)。 

企業の規模別にみると、「商品やサービスの仕入れコスト増加」「光熱水費の増加」は、大企業

(78.2％、80.8％)が中小企業(70.5％、65.4％)を上回っている。 (表12)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表12 原油・原材料価格高騰が経営に影響している内容について (業種別・企業規模別) 

図34 原油・原材料価格高騰が経営に影響している内容について(当てはまるもの全て) 
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③ 燃料費や原材料費等の諸経費の変化 

1 年前と比較した燃料費や原材料費等の諸経費の変化について調査したところ、「11～20％の上昇」

(40.9％)が約4割、「0～10％の上昇」(32.2％)が3割強、「21～30％の上昇」(14.2％)が1割強となってい

る (図35)。 

業種別にみると、「11～20％の上昇」は製造業(55.1％)、「0～10％の上昇」は情報通信業(54.8％)、

「21～30％の上昇」は、運輸業(39.3％)が高くなっている(表13)。 

企業の規模別にみると、「0～10％の上昇」は大企業(43.8％)が中小企業(31.3％)を上回っている。ま

た、「21～30％の上昇」は中小企業(14.7％)が大企業(8.8％)を上回っており、中小企業のうち小規模企

業(17.0％)が中小企業(14.7％)を上回っている(表13)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表13 燃料費や原材料費等の諸経費の変化(業種別・企業規模別) 

図35 燃料費や原材料費等の諸経費の変化 
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④ 諸経費の上昇分の販売価格への転嫁について 

諸経費が上昇したと回答した企業 1071 社に対し、諸経費の上昇分の販売価格への価格転嫁について

調査したところ、「一部しか価格転嫁できていない」(28.1％)が 3 割弱、「ほとんど価格転嫁できていな

い」(24.7％)が2割強、「全く価格転嫁できていない」(16.8％)が2割弱となっている (図36)。 

業種別にみると、「一部しか価格転嫁できていない」は飲食・宿泊サービス業(40.4％)、「ほとんど

価格転嫁できていない」は小売業(30.5％)、「全く価格転嫁できていない」は運輸業(25.9％)が高くなっ

ている(表14)。 

企業の規模別にみると、「一部しか価格転嫁できていない」「全く価格転嫁できていない」「価格転

嫁の予定はない」は大企業(34.6％、17.9％、11.5％)が中小企業(27.5％、16.8％、8.8％)を上回ってい

る。 (表14)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表14 諸経費の上昇分の販売価格への転嫁について (業種別・企業規模別) 

図36 諸経費の上昇分の販売価格への転嫁について 
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⑤ 価格転嫁を思うように実施できない理由 

価格転嫁できていないと回答した企業863社に対し、価格転嫁を思うように実施できない理由につい

て調査したところ、「競合他社との価格競争」(56.1％)が6割弱、「取引先との交渉が困難」(41.8％)が4

割強となっている(図37)。 

業種別にみると、「競合他社との価格競争」は卸売業(76.3％)、小売業(71.2％)が高く、金融・保

険・不動産業(32.4％)が低くなっている。「取引先との交渉が困難」は、運輸業(65.4％)が高くなってい

る(表15)。 

企業の規模別にみると、「競合他社との価格競争」「取引先との交渉が困難」は大企業(61.3％、

48.4％)が中小企業(55.6％、41.2％)を上回っている (表15)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表15 価格転嫁を思うように実施できない理由(業種別・企業規模別) 

図37 価格転嫁を思うように実施できない理由(当てはまるもの全て) 
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⑥ 原油・原材料価格上昇に対し実施または実施を検討している取組について 

原油・原材料価格上昇に対し実施または実施を検討している取組について調査したところ、「商品・

サービスの販売価格」(43.4％)が 4割強、「取引先との交渉・協力依頼」(37.1％)が 4割弱、「経費(人件

費以外)の削減」(34.9％)が3割強となっている(図38)。 

業種別にみると、「商品・サービスの販売価格」は製造業(76.9％)、卸売業(67.9％)が高く、金融・

保険・不動産業(16.4％)が低くなっている。「取引先との交渉・協力依頼」は、建設業(62.2％)が高くな

っている(表16)。 

企業の規模別にみると、「取引先との交渉・協力依頼」「経費(人件費以外)の削減」「仕入れ(原材料

調達)先の変更」は大企業(58.8％、52.5％、25.0％)が中小企業(35.5％、33.6％、15.1％)を上回ってい

る (表16)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表16 原油・原材料価格上昇に対し実施または実施を検討している取組について(業種別・企業規模別) 

図38 原油・原材料価格上昇に対し実施または実施を検討している取組について(当てはまるもの全て) 
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資料                  

 

縦の項目中、大企業・中小企業の別は、中小企業基本法の分類に基づくものである。また、本社の所在地

により市内企業・市外企業を分類している。 

 

    表17   市内の景気                                 ・ 

 

(R4年度上期) 

 

問1．(1)R4年度上期(R4年4月～R4年9月)はR3年度下期(R3年10月～R4年3月)に比べ 
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    表18   市内の景気                                 ・ 

 

(R4年度下期)      ～見通し～ 

 

問1．(2)R4年度下期(R4年10月～R5年3月)はR4年度上期(R4年4月～R4年9月)に比べ 
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    表19   業界の景気                                 ・ 

 

(R4年度上期)       

 

問2．(1)R4年度上期(R4年4月～R4年9月)はR3年度下期(R3年10月～R4年3月)に比べ 
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    表20   業界の景気                                 ・ 

 

(R4年度下期)      ～見通し～ 

 

問2．(2) R4年度下期(R4年10月～R5年3月)はR4年度上期(R4年4月～R4年9月)に比べ 
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   表21   経営状況                                   ・ 

 

(R4年度上期)       

 

問3．(1)R4年度上期(R4年4月～R4年9月)の貴社の経営は前年度同期(R3年4月～R3年9月)に比べ 
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   表22   経営状況                                   ・ 

 

(R4年度下期)     ～見通し～       

 

問3．(2)R4年度下期(R4年10月～R5年3月)の貴社の経営は前年度同期(R3年10月～R4年3月)に比べ 
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   表23   売上(生産)高                                 ・ 

 

(R4年度上期)     

 

問4．(1)R4年度上期(R4年4月～R4年9月)は前年度同期(R3年4月～R3年9月)に比べ 
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   表24   売上(生産)高                                 ・ 

 

(R4年度下期)     ～見通し～       

 

問4．(2)R4年度下期(R4年10月～R5年3月)は前年度同期(R3年10月～R4年3月)に比べ 
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   表25   経常利益                                   ・  

 

(R4年度上期)            

 

問5．(1)R4年度上期(R4年4月～R4年9月)は前年度同期(R3年4月～R3年9月)に比べ 
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   表26   経常利益                                   ・ 

 

(R4年度下期)     ～見通し～       

 

問5．(2)R4年度下期(R4年10月～R5年3月)は前年度同期(R3年10月～R4年3月)と比べ 
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   表27   売上高と経常利益                               ・ 

(R4年度上期)           

問4．(1) × 問5．(1) 

 

【貴社の売上高(生産高)】 

問4．(1)R4年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ① 

【貴社の経常利益】 

問5．(1)R4年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ② 

※( )内数値は前回調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  表28   経常利益(今期と来期の比較)                           ・      

 

問5．(1) × 問5．(2) 

 

【貴社の経常利益】 

問5．(1)R4年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ① 

問5．(2)R4年度下期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ② 

※( )内数値は前回調査 
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   表29   資金操り                                   ・ 

 

(R4年4月～R4年9月)            

 

問6．R4年度上期(R4年4月～R4年9月)の貴社の資金繰りは 
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   表30   設備投資(過去1年間)                             ・ 

 

(R3年8月～R4年7月)            

 

問7．(1)これまでの1年間(R3年8月～R4年7月)に 
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  表31   設備投資(過去1年間)の理由                           ・  

 

(R3年8月～R4年7月)            

 

問7．(2) 投資した主な理由は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



55 
 

   表32   設備投資(今後1年間)                             ・ 

 

(R4年8月～R5年7月)            

 

問7．(3) 今後1年(R4年8月～R5年7月)に 
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   表33   設備投資(今後1年間)の理由                          ・ 

 

(R4年8月～R5年7月)            

 

問7．(4) 投資する主な理由は 
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   表34   従業員数                                   ・ 

 

(R4年9月末)            

 

問8．(1) R4年９月末現在は前年同月(R3年９月末)に比べ 
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   表35   従業員数                                   ・ 

 

(R5年3月末)     ～見通し～            

 

問8．(2) R5年3月末現在は前年同月(R4年3月末)に比べ 
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   表36   人材の確保状況                                ・ 

 

問9．貴社における新たな人材の確保状況についてお答えください(当てはまるもの1つ)。 
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   表37   経営上の問題点                                ・ 

 

問10．貴社にとって現在もっとも重要な課題と思われるものは何ですか(当てはまるもの3つ以内)。 
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   表38   経営改善を図るための取組内容                         ・ 

 

問11.貴社において経営改善を図る上で取り組んでいる、または取り組もうとしている事項についてお答え下さい(当て

はまるもの全て)。 
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   表39   女性従業員(常用パート含む)の割合                       ・ 

 

問12.(1) 貴社の女性従業員(常用パート含む)の割合はどれくらいですか。 
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   表40   女性の活躍推進を目的とした取組                        ・      

 

問12.(2) 貴社では、女性の活躍推進を目的として、どのような取組を実施していますか（当てはまるもの全て）。 
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   表41   女性の活躍推進を目的とした取組を実施していない理由              ・ 

 

問12.(3) 問12の(2)で「8.取り組んではいないが、関心はある」「9.特に取り組んでいない」を選択した方に

伺います。現在、取り組んでいない理由は何ですか（当てはまるもの全て）。 
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   表42   テレワークの導入状況                             ・ 

 

問13.(1) 多様な働き方のひとつとして「テレワーク」という働き方がありますが、貴社ではテレワークを導

入していますか（従業員の一部が実施する場合を含む）。 
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   表43   テレワークを導入している理由                         ・ 

 

問13.(2) 問13の(１)で「1.はい」を選択した方に伺います。テレワークを導入している理由は何ですか（当

てはまるもの全て）。 
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   表44   今後のテレワークの活用について                        ・ 

 

問13.(3) 問13の(１)で「2.いいえ」を選択した方に伺います。貴社では、今後、テレワークを活用したいと

思いますか。 
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   表45   テレワークを導入しない理由                          ・ 

 

問13.(4) 問13の(１)で「2.いいえ」を選択した方に伺います。貴社において、テレワークを導入しない理由

は何ですか（当てはまるもの全て）。 
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   表46   原油・原材料価格高騰の経営への影響ついて                   ・ 

 

問14.(1) 原油・原材料価格の高騰は、貴社の経営にどの程度影響を与えていますか。 
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   表47   原油・原材料価格高騰が経営に影響している内容について             ・ 

 

問14.(2) 問14(１)で1～3を選択した方に伺います。原油・原材料価格の高騰は、具体的にどのような点で

貴社の経営に影響を及ぼしていますか(当てはまるもの全て)。 
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   表48   燃料費や原材料費等の諸経費の変化について                   ・ 

 

問14.(3) 貴社の燃焼費や原材料費等の諸経費は、1年前と比較してどの程度変化しましたか。 
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   表49  諸経費の上昇分の販売価格への価格転嫁について                  ・ 

 

問14.(4) 問14(3)で1～6を選択した方に伺います。燃料費や原材料費等の諸経費の上昇分を販売価格に転嫁

できていますか。 
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   表50   価格転嫁を思うように実施できない理由                     ・ 

 

問14.(5) 問14(4)で2～5を選択した方に伺います。価格転嫁を思うように実施できない理由は何ですか（当てはまるもの

全て）。 
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   表51  原油・原材料価格上昇に対し実施または実施を検討している取組について       ・ 

 

問14.(6) 原油・原材料価格上昇に対して、既に実施している、またはこれから実施を検討している取組は何ですか（当

てはまるもの全て）。 
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使用調査票 

 
 

  

問い合わせ先：札幌市経済観光局産業振興部経済企画課（℡211-2352）
整理番

号

  所属・役職

  連絡先 ℡ - -

万円 ※最近期の決算期末の数字 市　内 市　外

常用 　　　　　うち貴事業所分

従業員数

※常用パート （旧企業名）
を含む 人 人

【札幌市内の景気】 【回答欄】

問1．(1) R4年度上期（R4年4月～R4年9月）は、R3年度下期（R3年10月～R4年3月）に比べ

       (2) R4年度下期（R4年10月～R5年3月）は、R4年度上期（R4年4月～R4年9月）に比べ

【貴社の属する業界の景気】

問2．(1) R4年度上期（R4年4月～R4年9月）は、R3年度下期(R3年10月～R4年3月）に比べ

       (2) R4年度下期（R4年10月～R5年3月）は、R4年度上期（R4年4月～R4年9月）に比べ

【貴社の経営状況】

問3．(1) R4年度上期（R4年4月～R4年9月）の貴社の経営は、前年度同期（R3年4月～R3年9月）に比べ

1.　経営が好転している 2.　経営がやや好転している 3.　経営は変わらない

4.　経営がやや悪化している 5.　経営が悪化している

　 　  (2) R4年度下期（R4年10月～R5年3月）の貴社の経営は、前年度同期（R3年10月～R4年3月）に比べ

1.　経営が好転する見通し 2.　経営がやや好転する見通し 3.　経営は変わらない

4.　経営がやや悪化する見通し 5.　経営が悪化する見通し

【貴社の売上高（生産高）】

問4．(1) R4年度上期（R4年4月～R4年9月）は、前年度同期（R3年4月～R3年9月）に比べ

1．増加している 2．横ばい 3．減少している

       (2) R4年度下期（R4年10月～R5年3月）は、前年度同期（R3年10月～R4年3月）に比べ

1．増加する見通し 2．横ばい 3．減少する見通し

1．上昇する見通し　2．横ばい　 　3．下降する見通し 　　　4．不明

資本金
本社

所在地
〇印をつけてください

　全事業所  ※最近期の決算期末の数字 ※企業名に変更あるいは宛先に誤りがある場合は、封筒の宛先に記載さ

れている企業名を下欄にご記入ください。

1．上昇している　　　2．横ばい　 　3．下降している 　　　4．不明

1．上昇する見通し　2．横ばい　 　3．下降する見通し 　　　4．不明

1．上昇している　　　2．横ばい　 　3．下降している 　　　4．不明

事業内容

札 幌 市 企 業 経 営 動 向 調 査

この欄は記入しないでください

1.本調査は、札幌市が今後の産業振興施策推進に必要な資料を得るため実施するものです。
2.個々の企業の回答内容を公表したり、他の目的に使用することはありません。
3.本社等の場合は全社での判断、支店等の場合は貴支店のみの判断を記入下さい。
4.R4上期(R4.4月～R4.9月)のうち、R4.9月の状況については、見込みでご回答ください。
5.太線の枠内にご記入ください。
6.令和4年8月19日（金)まで（必着）に、同封の返信用封筒にて返送ください。

　市内　　　  　市外

　　1　　　   　　 2

 大　　中小　小

　1　　　2　　　3

企業名
代表者氏名

  記入者名

業種（〇印）
　　1. 建設業　　　2. 製造業　　　3. 卸売業　　　4. 小売業　　　　　　5. 金融・保険・不動産業

　　6. 飲食・宿泊サービス業　　　7. 運輸業　　　8. 情報通信業　　　9. その他サービス業
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【貴社の経常利益】

問5．(1) R4年度上期（R4年4月～R4年9月）は、前年度同期（R3年4月～R3年9月）に比べ

1．増加している 2．横ばい 3．減少している

       (2) R4年度下期（R4年10月～R5年3月）は、前年度同期（R3年10月～R4年3月）に比べ

1．増加する見通し 2．横ばい 3．減少する見通し

【貴社の資金繰り】

問6． R4年度上期（R4年4月～R4年9月）の貴社の資金繰りは

1．楽である 2．どちらでもない 3．苦しい

【貴社の設備投資】

問7．(1) これまでの1年間（R3年8月～R4年7月）に

1．投資した 2．しなかった

       (2) 投資した主な理由は

1．設備の更新・改修 2．売上（生産）能力拡大 3．経営多角化

4．研究開発 5．合理化・省力化 6. その他

       (3) 今後１年間（R4年8月～R5年7月）に

1．投資する 2．しない

       (4) 投資する主な理由は

1．設備の更新・改修 2．売上（生産）能力拡大 3．経営多角化

4．研究開発 5．合理化・省力化 6. その他

【貴社の従業員数（常用雇用者数）】

問8．(1) R4年9月末現在は、前年同月（R3年9月末）に比べ

1．増加する見込み 2．横ばい 3．減少する見込み

       (2) R5年3月末現在は、前年同月（R4年3月末）に比べ

1．増加する見通し 2．横ばい 3．減少する見通し

【人材の確保状況】

問9． 貴社における新たな人材の確保状況についてお答えください(当てはまるもの1つ)。

1．確保できている

2．確保する必要がない　(人材が充足しているため)

3．確保できていない　(確保したいが、人材の応募がないため)

4．確保できていない　(人材の応募はあるが、よい人材がいないため)

5．確保できていない　(新たに人材確保する余裕がないため)

【経営上の問題点】
問10． 貴社にとって、現在もっとも重要な課題と思われるものは何ですか（当てはまるもの3つ以内）。

1．売上不振 2．収益率の低下 3．諸経費の増加 4．人手不足

5．販売価格の下落 6．仕入価格の上昇 7．設備不足 8．売掛金の回収難

9．資金調達難 10．在庫過剰 11．情報不足

12．その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【経営改善を図るための取組内容】

問11．

1.　新製品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大

2.　海外展開（輸出入など海外企業との取引、外国人材活用など）

3.　DX（ITを活用した生産性の向上や高付加価値化、デジタルによるビジネス変革など）

4.　クリエイティブ（デザインやコンテンツ）を活用した高付加価値化

5.　同業種・異業種の企業との連携

6.　教育・研究機関との連携

7.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

8.　特に取り組むつもりはない

貴社において、経営改善を図る上で、取り組んでいる、または取り組もうとしている
事項についてお答えください（当てはまるもの全て）。
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 【トレンド・トピック　質問項目（特定質問項目）➀　女性の活躍推進及びテレワークの活用について】

【女性の活躍推進に関する状況や取組について】

問12．（1） 貴社の女性従業員(常用パート含む)の割合はどれくらいですか。

1．　0～10％未満 2．　10～20％未満 3．　20～30％未満

4．　30～40％未満 5．　40～50％未満 6．　50～60％未満

7．　60～70％未満 8．　70～80％未満 9．　80～90％未満 10．　90～100％

　　　　（2）

1.　女性管理職の登用率の設定・遵守 　2.　女性向けキャリア研修の充実

5.　子育て社員を支える社内風土の醸成

6.　多様な勤務形態（テレワーク・副業兼業・短時間勤務・フレックスタイム制など ）

7.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

8.　取り組んではいないが、関心はある → 問12の（3）へ

9.　特に取り組んでいない → 問12の（3）へ

　　　　（3）

　2.　日々の業務に追われ検討する余裕がない

3.　社内に女性活躍を推進する風土がない 　4.　女性管理職の必要性を感じない

5.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【テレワークの活用について】

問13．（1） 多様な働き方のひとつとして「テレワーク」という働き方がありますが、

1.　はい → 問13の（2）へ 2.　いいえ → 問13の（3）（4）へ

　　　　（2）

1.　労働生産性、業務効率の向上

2.　従業員のワークライフバランス向上

3.　多様な働き方による優秀な人材を確保、離職防止

4.　オフィスコストの削減

5.　災害時等(新型コロナウイルス感染症含む)における事業継続の観点

6.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　（3）

1.　はい 　　　2.　いいえ 

　　　　（4）

1.　どう進めてよいのかわからない 2.　人事評価、勤怠管理が困難

3.　設備費用がかかる 4.　業務がテレワークになじまない

5.　出社する従業員との不公平感を懸念 6.　コミュニケーションが十分に取れない

7.　情報セキュリティ上の不安があるため

8.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問12の（2）で「8.取り組んではいないが、関心はある」「9.特に取り組んでいない」を

１.　自社に必要な取り組みがわからない

貴社ではテレワークを導入していますか（従業員の一部が実施する場合を含む）。

　生産年齢人口が減少する中、女性をはじめとする多様な人材活用などが注目されており、札幌市では「女性の活躍推
進」を大きな柱に掲げ、女性が活躍できる「働き方改革」に係る取組を進めています。
　そこで、市内中小企業における女性活躍推進の取組状況及び多様な働き方のひとつであるテレワークの導入状況を
把握し今後の課題等を把握するため、貴社の状況について、以下の質問にご回答ください。

貴社では、女性の活躍推進を目的として、どのような取組を実施していますか

（当てはまるもの全て）。

3.　育児休業など働き続けやすい制度の充実 　4.　男性社員の育児休業等の取得の促進

選択した方に伺います。現在、取り組んでいない理由は何ですか（当てはまるもの全て）。

貴社において、テレワークを導入しない理由は何ですか(当てはまるもの全て)。

問13の（1）で「1.はい」を選択した方に伺います。

テレワークを導入している理由は何ですか(当てはまるもの全て)。

問13の（1）で「2.いいえ」を選択した方に伺います。

貴社では、今後、テレワークを活用したいと思いますか。

問13の（1）で「2.いいえ」を選択した方に伺います。
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【トレンド・トピック　質問項目（特定質問項目） ②原油・原材料価格高騰の影響について】

問14．（1） 原油・原材料価格の高騰は、貴社の経営にどの程度影響を与えていますか。

1.　危機的な影響がある 2.　かなり影響がある

3.　少しは影響がある 4.　影響はない

5.　プラスの影響がある

　　　　（2）

具体的にどのような点で貴社の経営に影響を及ぼしていますか（当てはまるもの全て）。

1.　商品やサービスの仕入れコスト増加

2.　光熱水費の増加

3.　梱包費・運送費等の増加

4.　利益率の減少

5.　売上・受注の不振や減少

6.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　（3） 貴社の燃料費や原材料費等の諸経費は、１年前と比較してどの程度変化しましたか。

1. 　0～10％の上昇 2.　11～20％の上昇 3.　21～30％の上昇

4.　31～40％の上昇 5.　41～50％の上昇 6.　51％以上の上昇

7.　変わらない 8.　低下

　　　　（4） 問14(3)で1～6を選択した方に伺います。

燃料費や原材料費等の諸経費の上昇分を販売価格に転嫁できていますか。

1.　全て価格転嫁できている 2.　半分ほどしか価格転嫁できていない

3.　一部しか価格転嫁できていない 4.　ほとんど価格転嫁できていない

5.　全く価格転嫁できていない 6.　価格転嫁の予定はない

　　　　（5）

1.　競合他社との価格競争 2.　取引先との交渉が困難

3.　取引先との長期契約締結済み

4.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　（6）

またはこれから実施を検討している取組は何ですか（当てはまるもの全て）。

1.　商品・サービスの販売価格への転嫁 2.　仕入れ（原材料調達）先の変更

3.　取引先との交渉・協力依頼 4.　他社との連携強化

5.　経費（人件費以外）の削減 6.　人員の調整

7.　新商品・新サービスへの転換 8.　事業の縮小

9.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

10. 対策していない（検討していない）

質問は以上です。ご回答いただきありがとうございました。

　社会経済活動の再開に伴う需要の増加、ウクライナ情勢の深刻化等に起因して、原油・原材料価格が上昇し、全国的
に消費者や企業への影響が懸念されています。
　このことから、原油・原材料価格の高騰の影響に関して、市内企業の現状を把握するため、貴社の状況について、以下
の質問にご回答ください。

問14(1)で1～3を選択した方に伺います。原油・原材料価格の高騰は、

問14(4)で2～5を選択した方に伺います。

価格転嫁を思うように実施できない理由は何ですか（当てはまるもの全て）。

原油・原材料価格上昇に対して、既に実施している、
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